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2018年台風 21号について，WRFによる再現実験と擬似温暖化実験により計算された 1kmメッシュの風速
データと，250m メッシュで推定された全国住宅資産データを用い，近畿地方の木造住宅について台風の

風による被害の将来変化について調査した．将来気候では，台風の進路の東側および中心付近にあたる地

域では ，沿岸部に加え内陸部でも被害率が 2倍以上に大きく増加している．また，被害金額を比較すると
将来気候においては現在気候と比べ約 3 倍に増加している．この結果は，将来気候において沿岸部に加え
て内陸部においても台風による暴風の被害の対策を強化する必要があることを示唆している． 
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1. はじめに 
 
地球温暖化により台風が発達しやすい環境場となるこ

とで，将来は台風による被害がより甚大化すると考えら

れている．Knutson et al. (2015)は政府間パネル第 5次評価
報告書の RCP4.5 シナリオを構成する各モデルにおいて，
全球で台風の総数は減少するものの，強い台風の個数は

増加していることを示した 1)．日本に接近する台風につ

いても同様に，強い台風の個数が増加することが示され

ている．Mizuta et al. (2017)は地表の平均気温が 4℃上昇し
た場合，日本の南海上においてカテゴリー4および 5の
台風の存在確率が増加することを示した 2)． 
これらの研究は，多数のモデルやアンサンブルによる

過去の気候場による実験と，地球温暖化を仮定した気候

場による実験の結果を比較することにより，将来気候に

おける台風について調査している．一方，実際に発生し

た台風について初期条件と境界条件に地球温暖化時の変

化量を加えた擬似温暖化実験により，過去に大きな災害

を引き起こした台風が，将来どれだけ強化されるかにつ

いても調査されている．Takemi et al. (2016)では 1991年台
風 19 号について擬似温暖化実験を行い，中心気圧が上
陸時に 20hPa程度低下し，それに伴い風速が強化される
ことを示した 3)．この中心気圧の低下量や風速の強化は

2004年台風 18号や 2018年台風 21号の擬似温暖化実験で
も同様である 4),  5)． 
地球温暖化に伴う台風の強化について，その被害の推

定には，台風のハザードを高解像度で再現することに加

え，高解像度の資産データが必要である．そこで，本研

究では，中井ら(2020) 6)による 250m メッシュの全国住宅

資産データに加え，井上ら(2019) 5)による1kmメッシュの
2018年台風 21号の風速データを用い，250mメッシュで
台風の被害の将来変化について推定した． 

 
2.  推定手法 
 

2018 年台風 21 号の現在気候および将来気候の風速場
の再現には，井上ら(2019)によるWeather Research and Fore-
casting model 7)を用いて推定された風速場を用いた．被害

の推定に用いた領域の水平解像度は 1kmで，9月 3日 9
時から 5日 9時までの 48時間における 10分間平均最大
風速を用いた．全国住宅資産データには中井ら（2020）
を用いた．本データは市区町村別に水平解像度 250m で

構造，階数，建築年別に住宅資産を集計したデータであ

る．このデータのうち本研究では，相対的に強度が脆弱

であり他の構造と比べ被害が大きくなると考えられる木

造物件のデータを用いた．10 分間平均最大風速と被害
率の関係には光田ら(1997)による以下の被害関数を用い
た 8)． 

 
𝑅=1.18×10-10×Vs

7.5  (1) 
 
ここで，Rは被害率，Vsは10分間平均最大風速を表す． 
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3.  結果 
 
図-1に現在気候および将来気候において推定された台

風 21 号の風による被害率を示す．現在気候，将来気候
ともに台風の進路の東側で被害率が大きい．また，特に

大阪湾の沿岸および紀伊半島の南西部において，その他

の領域と比べ被害率が大きくなっている． 
また，将来気候では京都府や奈良県をはじめとする内

陸部でも被害率が大きくなっている．将来気候における

内陸部の被害率は現在気候の大阪湾や紀伊半島の沿岸部

とおおむね同様の被害率であり，現在気候の 2倍以上で
ある． 
これらを被害額に換算すると，全国の木造住宅の資産

額 550兆円に対し，現在気候では 3.1兆円，将来気候で
は8.8兆円である．将来気候では現在気候と比べ2.8倍の
被害額になると同時に，全国の木造住宅の資産額のうち

1.6%が被害を受けることになると推測される． 
 
4. 結論 

 
本研究では 2018年台風 21号について再現実験と 2100年
を仮定した擬似温暖化実験の結果をもとに，台風による

被害の将来変化を推定した．現在気候における推定では

和歌山県や大阪府をはじめとする沿岸部で被害率が高い．

将来気候では沿岸部で被害率が増加しているだけでなく，

現在気候で被害率が比較的小さい京都府や奈良県をはじ

めとする内陸部においても被害率が高くなっている．被

害額は現在気候で 3.1兆円，温暖化後で 8.8兆円と 2.8倍
に増加している．また，本研究における被害額の推定は

風災に限っており，河川の氾濫や高潮をはじめとする水

災を含めると，さらなる増加が懸念される．本研究の結

果は，温暖化に伴う台風の強化に対し，その対策の必要

性を強く示唆する結果である． 
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図- 1 WRFによりシミュレートされた各実験の台風トラックおよび，推定された現在気候および将来気候における被害率 
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